
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

693,188 千円

475,064 ≫千円

国庫支出金 205,810 千円
県支出金 0 千円
地方債 382,400 千円
その他 0 千円

一般財源 104,978 千円

担当課 市民環境部　環境センター 課長 所長　荒木　良也

担当者 日置　恵介 問合せ先 0957－54－3100

施策 2003
ごみの減量化と適正処理の推
進

≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 し尿等受入施設整備事業 現状維持 予算額

事業期間 令和２年度 ～ 令和７年度 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

社会資本整備総合交付金
下水道広域化推進総合事業

　し尿は一般廃棄物であり、処理責任は自治体にあるため、施設の更新（建替）計画を策定し、適正かつ
安定的に処理する必要がある。

【目的】し尿処理施設の各機器類が老朽化し、令和5年度に耐用年数である30年を迎える。
今後も適正かつ安定的なし尿処理を行っていくために、新たな施設整備が必要である。

【概要】下水道の普及により、今後のし尿発生量は、減少傾向が見込まれ、従来の施設規模より縮小できる
こと、また、国からも汚水処理の合理化を求められており、新たなし尿受入れ施設は、下水道投入施設と
して、下水道終末処理場内（浄水管理センター）に新設する。
（令和元年度7月4日、大村市廃棄物対策協議会で決定）
　Ｈ30年度から国土交通省の交付金事業に効率的な汚水処理を目的に下水道広域化推進総合事業が創設
され、本市上下水道局においてもこの事業を活用し、農業集落排水事業区域、合併処理浄化槽区域を公
共下水道区域内へ取り込む事業に着手されることから、本事業もあわせて取り組むものである。
　全体事業費　　1,389,988 千円
　　　　　　　　( 交付金 515,810千円・起債 661,400千円、一般財源 212,779千円 )

【対象】し尿処理施設

し尿処理施設更新事業

施
設
の
基
本
計
画
・
設
計

発
注
仕
様
の
確
定

下
水
道
投
入
施
設
建
設
工
事

新
施
設
完
成
・
供
用
開
始

旧
施
設
の
解
体
工
事

旧
施
設
の
解
体
工
事
発
注
・
契
約

新
施
設
の
試
運
転
・
性
能
試
験

関係機関との協議 　・　 下水道計画の変更手続き　・　施工管理委託
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
Ｒ５

(実績)
Ｒ６

(計画)
Ｒ７

(計画)
Ｒ８

(計画)
Ｒ９

(計画)

施設更新に関する事業進捗率
（事業費ベース）

計画値 ％ 3.5 26.94 49.9 － －

計画値

指標名 単位
Ｒ４

(実績)
Ｒ５

(計画)
Ｒ６

(計画)
Ｒ７

(計画)
Ｒ８

(計画)

計画値

計画値

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ 合計
事業費 9,899 2,720 475,064 693,188 0 0 1,180,871

国庫支出金 217,000 205,810 422,810
県支出金 0
地方債 195,300 382,400 577,700
その他 0

一般財源 9,899 2,720 62,764 104,978 180,361
人件費 8,245 8,597 8,597 8,597 34,036

職員(人) 1 1 1 1 4.00人
時間外勤務(h) 24 200 200 200 624h
会計年度任用職員(人) 1 1 1 1 2.00人

フルコスト 18,144 11,317 483,661 701,785 0 0 1,214,907

妥当性
(市の関与)

一般廃棄物の処理責任に関する計画、施設更新事業であるため、市が事業主体である。

有効性
(施策貢献度)

一般廃棄物を適正かつ安定的に処理することで、公衆衛生面の向上を図り、市民が安心、安
全に生活していくための計画、施設整備である。

効率性
(コスト)

し尿を適切かつ安定的に処理するための施設であり、必要な費用である。

1次評価 担当者記載のとおり

2次評価 １次評価のとおり


